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１ この報告書は，国民経済計算体系（93SNA：System of National Accounts 1993）に

基づいて内閣府経済社会総合研究所から提示された「県民経済計算標準方式推計方法」

に準拠して推計した結果をとりまとめたものです。

なお，茨城県県民経済計算は，茨城県統計条例（平成 20年 12 月 24 日茨城県条例第 45

号）第２条に規定された県基幹統計として指定されており，今回，平成 24年度推計結果

について同条例第４条に基づいて公表するものです。

２ 推計方法等の見直し及び新たに利用可能となった基礎統計を反映させるため，既報（平

成 13 年～平成 23 年度）の計数についても遡及して改定してあります。このため，計数

を利用する場合は最新の数値をご参照ください。

３ 実質値については，生産系列において連鎖方式（参照年：平成 17 暦年）により推計し

ています。また，参考として，固定基準年方式（基準年：平成 17 暦年）により推計した

実質値を支出系列において表章しています。

連 鎖 方 式：前年を基準とし，毎年積み重ねて接続していく方法

固定基準年方式：ある年（平成 17 暦年）を基準とし，その年の価格で評価する方法

４ 四捨五入の関係上，各表において内訳と合計が必ずしも一致しない場合があります。

５ 各表中の記号の用法は，次のとおりです。

「…」 不詳

「－」 該当数字なしまたは無意味

「0，0.0」 単位未満

「-」 マイナス

６ 統計表中の増加率は次式により算出しました。

（Ｘ１－Ｘ０）／∣Ｘ０∣×１００

Ｘ１：当年度の計数

Ｘ０：前年度の計数

これにより，マイナスからプラスに転じた場合及びマイナス幅が減少した場合の増加

率の符号はプラスで表示されます。

７ この報告書についての質問・照会等は，下記までご連絡ください。

〒３１０－８５５５ 茨城県水戸市笠原町９７８番６

茨城県企画部統計課 庶務・企画分析グループ

電 話 ０２９－３０１－２６４２

ＦＡＸ ０２９－３０１－２６６９

Ｅmail gdp@pref.ibaraki.lg.jp

ＨＰ http://www.pref.ibaraki.jp/tokei/index.html

利 用 上 の 注 意



平成 24 年度（2012 年度）茨城県県民経済計算の概要

県内総生産（名目） １１兆６，４２０億円 （前年度１１兆５，１４８億円）

名目経済成長率 ＋１．１％ （ 同 ＋１．８％）

実質経済成長率 ＋０．８％ （ 同 ＋３．７％）

県民所得 ９兆２，３３９億円 （ 同 ９兆１，２１３億円）

一人当たり県民所得 ３１３万７千円 （ 同 ３０８万４千円）

表 県内総生産および県民所得の推移（平成 13～24 年度）

県内総生産（名目） 名目経済 実質経済 県民所得 一人当たり
第一次 第二次 第三次 成長率 成長率 県民所得
産業 産業 産業

(億円) (億円) (億円) (億円) (％) (％) (億円) (万円)
平成13年度 113,043 2,494 41,225 69,078 － － 87,085 291.3
平成14年度 114,616 2,647 42,204 69,467 1.4 3.2 88,906 297.7
平成15年度 114,830 2,728 41,850 69,893 0.2 1.7 90,540 303.3
平成16年度 112,481 2,692 39,075 70,396 -2.0 -0.4 88,191 295.8
平成17年度 113,199 2,527 39,818 70,467 0.6 2.3 87,889 295.4
平成18年度 116,295 2,390 42,497 70,870 2.7 4.6 89,696 301.6
平成19年度 120,382 2,443 44,336 73,074 3.5 4.7 92,702 311.8
平成20年度 115,688 2,475 40,808 71,825 -3.9 -1.9 88,008 296.2
平成21年度 108,689 2,329 34,738 71,254 -6.0 -7.4 84,359 284.1
平成22年度 113,160 2,435 38,776 71,371 4.1 6.6 89,246 300.5
平成23年度 115,148 2,221 41,558 70,602 1.8 3.7 91,213 308.4
平成24年度 116,420 2,266 40,894 72,520 1.1 0.8 92,339 313.7

H14年度 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24

茨城県 3.2 1.7 -0.4 2.3 4.6 4.7 -1.9 -7.4 6.6 3.7 0.8

国 1.1 2.3 1.5 1.9 1.8 1.8 -3.7 -2.0 3.4 0.4 1.0

-8.0

0.0

8.0
（図） 実質経済成長率の推移

茨城県 国

（％）

※ 国の実質経済成長率：「平成 25 年度国民経済計算確報」（内閣府経済社会総合研究所）より

【概況】

・ 平成 24 年度の茨城県の県内総生産（名目）は，11 兆 6,420 億円となり３年連続で増加した。

また，実質経済成長率は，＋0.8％となり，３年連続のプラス成長となった。

・ プラス成長となった主な要因は，県内総生産の約６割を占める第３次産業において，東日本大震災から

の経済活動の持ち直しを背景にサービス業や運輸業などの総生産が増加したことにより，総額で２年ぶり

に増加したことと，建設業の総生産が民間建設需要の増大により前年度に引き続き増加したことによる。

・ 一方，県内総生産の約３割を占める製造業では，３年ぶりに総生産が減少した。その主な要因は，当時

の世界経済の減速等を背景とした海外需要の減少により，電気機械，化学，一般機械などの業種で総生産

が減少したことによる。
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１ 概 況

日本経済は，平成20年9月のリーマンショック後の厳しく深い景気後退を経て，平成21年3月に景気の谷

を迎え持ち直し基調となったが，平成23年3月11日に発生した東日本大震災（以下「震災」という）により

大きな被害を受け，サプライチェーンの寸断や電力供給の制約による計画停電といった事態に見舞われ，

その後も平成23年夏ごろの欧州債務危機の再燃等を背景とした円高の進行や同年10月のタイの洪水被害に

よるサプライチェーン寸断の発生等があり，景気の持ち直しの動きは緩やかなものとなった。

平成24年度は，震災からの復興需要やエコカー補助金などの政策効果により夏場にかけて持ち直しの動

きがみられたが，年央にエコカー補助金の効果が一巡し個人消費が減速したこと，同時期に欧州債務危機

を背景とした世界経済の減速や円高の影響等により輸出が大幅に減少したことにより景気は急速に弱い動

きとなり，その後，年末の政権交代による経済政策の転換や日本銀行の金融緩和への期待を背景に円安・

株高が進行したことで，景気は弱い動きを脱しリーマンショック後２回目の持ち直しに転じた。

国内総生産（名目）は，474兆4,749億円（前年度比＋0.1％）となり，２年ぶりに増加した。実質経済成

長率は＋1.0％と３年連続のプラス成長となった。

一方，茨城県経済は，リーマンショックの影響による景気の急激な悪化を経て，平成21年夏ごろに全国

より約４か月遅れて持ち直し基調となった。平成23年3月の震災発生時は，県内全域に甚大な被害を受けた

が，その後，生産設備の復旧及び交通網・流通網の修復が急速に進んだことで生産活動の落ち込みは一時

的なものにとどまり，製造業を中心に経済全体では持ち直し基調を維持したが，農林水産業や第３次産業

の一部（電気・ガス・水道業，サービス業，運輸業など）で震災の影響が継続した。

平成24年度は，世界経済の減速等を背景とした海外需要の減少，特に中国向け需要が大幅に低下したこ

とで製造業の生産活動がそれまでの持ち直し基調から一転して弱い動きとなったが，その一方で震災から

の経済活動の持ち直しを背景にサービス業や運輸業などの第３次産業で回復の動きが見られたこと，また，

建設業において民間住宅投資や民間企業設備投資が前年度比で増加するなど民間建設需要の増大により回

復基調が継続したことなどにより，一年間を通した県内の経済活動全体は前年度の水準を上回り，県内総

生産（名目）は，11兆6,420億円と前年度比＋1.1％の増加となり，実質経済成長率は＋0.8％と３年連続の

プラス成長となった。

表１ 県（国）民経済計算の概要

県内総生産（名目） 11 兆 億円 11 兆 億円 1.8 ％ 1.1 ％

県内総生産（実質） 12 兆 億円 12 兆 億円 3.7 ％ 0.8 ％

県民所得 9 兆 億円 9 兆 億円 2.2 ％ 1.2 ％

一人当たり県民所得 万 4 千円 万 7 千円 2.6 ％ 1.7 ％

国内総生産（名目） 473 兆 億円 474 兆 億円 -1.3 ％ 0.1 ％

国内総生産（実質） 514 兆 億円 519 兆 億円 0.4 ％ 1.0 ％

国民所得 349 兆 億円 351 兆 億円 -0.9 ％ 0.7 ％

一人当たり国民所得 万 7 千円 万 1 千円 -0.7 ％ 0.9 ％

24年度

実 数 対前年度増加率

4,749

6,420

1,213

308

2,339

313

9,048

国
4,127 6,318

9,578

276

5,971

273

5,198

5,148

4,228

23年度平成24年度
区 分

平成23年度

茨
城
県

※ 国計数：「平成25年度国民経済計算確報」（内閣府経済社会総合研究所）より
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２ 県内総生産（生産側）

県内総生産（名目）：11兆 6,420 億円

（サービス業や建設業等の増加により３年連続で増加）

平成 24 年度の県内総生産（名目）は 11 兆 6,420 億円となり，前年度（11 兆 5,148 億円）か

ら 1,272 億円増加した。また，名目経済成長率は＋1.1％となり３年連続のプラス成長となった。

県内総生産が増加した主な要因は，県内総生産の約６割を占める第３次産業において，東日本

大震災（平成 23 年 3 月）からの県内経済活動の持ち直しを背景にサービス業や運輸業などの産

業で総生産が増加し全体で前年度比＋2.7％の増加となったこと，建設業の総生産が民間建設需

要の増大により前年度に引き続いて増加したことによる。（表 2-1）

23年度 24年度 23年度 24年度 23年度 24年度
億円 億円 ％ ％ ％ ％ ％ ％

１. 産 業 100,714 102,161 1.7 1.4 87.5 87.8 1.51 1.26
(1) 農 林 水 産 業 2,221 2,266 -8.8 2.1 1.9 1.9 -0.19 0.04

① 農 業 2,119 2,156 -7.9 1.8 1.8 1.9 -0.16 0.03
② 林 業 25 22 -2.7 -14.5 0.0 0.0 0.00 0.00
③ 水 産 業 76 88 -30.0 16.0 0.1 0.1 -0.03 0.01

(2) 鉱 業 78 83 7.5 6.6 0.1 0.1 0.00 0.00
(3) 製 造 業 35,049 33,911 4.5 -3.2 30.4 29.1 1.33 -0.99
(4) 建 設 業 6,431 6,900 24.8 7.3 5.6 5.9 1.13 0.41
(5) 電気･ガス･水道業 2,614 2,918 -12.7 11.6 2.3 2.5 -0.34 0.26
(6) 卸 売 ･ 小 売 業 10,747 10,864 4.1 1.1 9.3 9.3 0.38 0.10
(7) 金 融 ･ 保 険 業 3,116 3,051 -6.5 -2.1 2.7 2.6 -0.19 -0.06
(8) 不 動 産 業 14,144 14,290 -0.5 1.0 12.3 12.3 -0.06 0.13
(9) 運 輸 業 4,595 4,938 -1.1 7.5 4.0 4.2 -0.05 0.30
(10)情報通信業 3,079 3,162 -6.5 2.7 2.7 2.7 -0.19 0.07
(11)サ － ビ ス 業 18,641 19,780 -1.8 6.1 16.2 17.0 -0.31 0.99

２. 政府サ－ビス生産者 12,163 11,911 0.2 -2.1 10.6 10.2 0.02 -0.22
３.対家計民間非営利ｻｰﾋﾞｽ生産者 1,502 1,607 4.9 7.0 1.3 1.4 0.06 0.09

小 計 114,380 115,680 1.6 1.1 99.3 99.4 1.59 1.13
輸入品に課せられる税・関税 1,354 1,400 18.8 3.4 1.2 1.2 0.19 0.04

（控除）総資本形成に係る消費税 585 659 4.4 12.6 0.5 0.6 -0.02 -0.06
県内総生産（生産側） 115,148 116,420 1.8 1.1 100.0 100.0 1.76 1.10

第１次産業 2,221 2,266 -8.8 2.1 1.9 1.9 -0.19 0.04
第２次産業 41,558 40,894 7.2 -1.6 36.1 35.1 2.46 -0.58
第３次産業 70,602 72,520 -1.1 2.7 61.3 62.3 -0.68 1.67

（注）四捨五入の関係上，内訳の計と合計は必ずしも一致しない。

寄与度

（表2-1）経済活動別県内総生産(名目）

区 分 平成23年度 平成24年度
対前年度増加率 構 成 比

15年度 16 17 18 19 20 21 22 23 24

県内総生産 114,830 112,481 113,199 116,295 120,382 115,688 108,689 113,160 115,148 116,420

全国シェア 2.29 2.24 2.24 2.28 2.35 2.36 2.29 2.36 2.43 2.45

0.0
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1.0

1.5

2.0
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80,000

100,000
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（図）県内総生産（名目）の総額と全国シェアの推移
（億円） （％）

全国シェア県内総生産

● 全国シェア＝県内総生産（名目）÷国内総生産（名目）×100



- 3 -

〔構成比〕

平成 24 年度の県内総生産（名目）を産業別にみると，第 1 次産業が 2,266 億円（前年度比＋

2.1％，構成比 1.9％），第 2 次産業が 4 兆 894 億円（同－1.6％，同 35.1％），第 3 次産業が 7

兆 2,520 億円（同＋2.7％，同 62.3％）となり，第 3次産業の割合が増加し，第 2 次産業の割合

が減少した。（図 2-1）

経済活動別にみると，構成比第 1位の製造業は 29.1％と前年度比 1.3 ポイント低下した。

また，第 2位のサービス業は 17.0％と前年度比 0.8 ポイント上昇した。（図 2-2）

●「その他」＝「政府サービス生産者」＋「対家計民間非営利サービス生産者」

＋「輸入品に課される税・関税」－「総資本形成に係る消費税」

0

2

4

6

8

10

12

14

15 16 17 18 19 20 21 22 23 24

（図2-1）県内総生産（名目）の産業別構成比の推移（兆円）

年度

第1次産業

第2次産業

第3次産業

（注）県内総生産の総額には産業別に分割できない項目が含まれているため，構成比の合計は100％にはなら
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（図2-2）県内総生産（名目）の経済活動別構成比の推移
年度
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製造業 その他運輸業



- 4 -

名目経済成長率：＋1.1％（主にサービス業，建設業のプラスによる）

平成 24 年度の名目経済成長率は＋1.1％となり３年連続のプラス成長となった。

その経済活動別寄与度を見ると，主にサービス業（＋0.99％ポイント）と建設業（＋0.41％ポ

イント）のプラスの寄与による。その他，運輸業（＋0.30％ポイント）などがプラスに寄与した。

一方，製造業（－0.99％ポイント），政府サービス生産者（－0.22％ポイント），金融・保険業

（－0.06％ポイント）がマイナスに寄与した。（図 2-3）
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（図2-3）名目経済成長率の経済活動別寄与度
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実質経済成長率：＋0.8％（主にサービス業，建設業のプラスによる）

平成 24 年度の実質経済成長率は＋0.8％となり３年連続のプラス成長となった。

その経済活動別寄与度を見ると，主にサービス業（＋0.95％ポイント）と建設業（＋0.34％ポ

イント）のプラスの寄与による。その他，運輸業（＋0.25％ポイント），不動産業（＋0.21％ポ

イント）などがプラスに寄与した。一方，製造業（－1.17％ポイント），農林水産業（－0.11％

ポイント）などがマイナスに寄与した。（図 2-4）
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（図2-4）実質経済成長率の経済活動別寄与度
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23年度 24年度 23年度 24年度
億円 億円 ％ ％

１. 産 業 109,212 110,154 4.0 0.9 3.49 0.75
(1) 農 林 水 産 業 2,530 2,387 -3.9 -5.6 -0.08 -0.11

① 農 業 2,434 2,267 -2.6 -6.8 -0.05 -0.13
② 林 業 25 21 10.1 -15.1 0.00 0.00
③ 水 産 業 72 94 -36.0 30.7 -0.03 0.02

(2) 鉱 業 42 46 7.0 9.7 0.00 0.01
(3) 製 造 業 40,763 39,192 9.2 -3.9 2.72 -1.17
(4) 建 設 業 6,357 6,740 26.6 6.0 1.21 0.34
(5) 電気･ガス･水道業 3,178 3,082 -6.0 -3.0 -0.16 -0.07
(6) 卸 売 ･ 小 売 業 10,753 10,975 3.8 2.1 0.35 0.19
(7) 金 融 ･ 保 険 業 3,755 3,837 -4.6 2.2 -0.14 0.06
(8) 不 動 産 業 14,694 14,948 0.6 1.7 0.07 0.21
(9) 運 輸 業 4,688 4,987 0.1 6.4 0.01 0.25
(10)情報通信業 3,505 3,622 -4.8 3.3 -0.14 0.09
(11)サ － ビ ス 業 18,593 19,688 -2.1 5.9 -0.36 0.95
２. 政府サ－ビス生産者 12,748 12,721 0.3 -0.2 0.03 -0.02
３.対家計民間非営利ｻｰﾋﾞｽ生産者 1,613 1,748 6.0 8.4 0.08 0.11

小 計 123,628 124,675 3.6 0.8 3.60 0.84
輸入品に課せられる税・関税 1,186 1,203 9.5 1.4 0.10 0.02

（控除）総資本形成に係る消費税 596 685 3.9 15.0 -0.02 -0.08
県内総生産（生産側） 124,228 125,198 3.7 0.8 3.67 0.78
開 差 64 58

第１次産業 2,530 2,387 -3.9 -5.6 -0.08 -0.11
第２次産業 47,260 46,173 11.5 -2.3 3.94 -0.83
第３次産業 73,651 75,789 -0.4 2.9 -0.26 1.78

（注）連鎖方式では加法整合性が成立しないため開差項目を設けている。

対前年度増加率 寄与度
区 分 平成23年度 平成24年度

（表2-2）経済活動別県内総生産(実質：連鎖方式）

H14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24

名目 1.4 0.2 -2.0 0.6 2.7 3.5 -3.9 -6.0 4.1 1.8 1.1

実質 3.2 1.7 -0.4 2.3 4.6 4.7 -1.9 -7.4 6.6 3.7 0.8

-8.0

0.0

8.0

茨城県の経済成長率の推移（％）

名目

実質（連鎖方式）

年度

●県内総生産：県内の経済活動で生産された付加価値の総額で，本県のＧＤＰに相当する。

県内総生産（付加価値）＝産出額（総売上や出荷額等）－中間投入（原材料費等の中間費用）

※ 費用のうち，人件費や減価償却費等は付加価値として分配・消費される要素であり，中間

投入には含まれない。

●名目経済成長率：県内総生産（名目）の対前年度増加率

●実質経済成長率：実質県内総生産（名目値から物価変動要因を取り除いたもの）の対前年度増加率

●寄与度：県内総生産全体の変化に対して内訳項目がどれだけ貢献したかを表す指標。

※寄与度(%)＝（今年度の内訳項目の増減）／（前年度の全体値）×１００
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〔特化係数〕

平成 24 年度における各経済活動の特化の度合いについて，国＝1.0 とした構成比を比較する

と，特化係数が 1.0 以上の経済活動は，農林水産業（1.61），製造業（1.58），電気・ガス・水道

業（1.49），鉱業（1.17），政府サービス生産者（1.12），建設業（1.05），不動産業（1.03）とな

っている。（図 2-5）
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(1)農林水産業

(2)鉱業

(3)製造業

(4)建設業

(5)電気･ガス･水道業

(6)卸売･小売業

(7)金融･保険業(8)不動産業

(9)運輸業

(10)情報通信業

(11)サ－ビス業

(12)政府ｻｰﾋﾞｽ生産者

(13)対家計民間非営

利ｻｰﾋﾞｽ生産者

（図2-5）経済活動別総生産（名目）の特化係数

茨城県

国=1.0

特化係数：本県の経済活動ごとの構成比を国と比較し，国から見た相対的な経済活動構成比の

大きさを表す指標。１から離れるほど特徴的な構成を示していることになる。

特化係数＝県の構成比（年度）／国の構成比（暦年）
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２－１ 農林水産業

平成24年度における農林水産業の総生産は2,266億円となり，対前年度増加率は，名目＋2.1％

（２年ぶりのプラス），実質－5.6％（２年連続のマイナス）となった。（図 2-1-1，図 2-1-2）

● 農林水産業：農業（獣医業，農業サービス業を含む），林業，水産業

２－２ 鉱業

平成 24 年度における鉱業の総生産は 83 億円となり，対前年度増加率は，名目＋6.6％（３年

連続のプラス），実質＋9.7％（３年連続のプラス）となった。（図 2-2-1，図 2-2-2）

● 鉱業：採石・砂利採取業，砕石業，その他鉱業一般

18 19 20 21 22 23 24

総生産 2,390 2,443 2,475 2,329 2,435 2,221 2,266

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

（図2-1-1）農林水産業 総生産（名目）の推移

（億円）

年度

19 20 21 22 23 24

名目 2.2 1.3 -5.9 4.5 -8.8 2.1

実質 10.3 9.3 -9.6 0.6 -3.9 -5.6

-25.0

-20.0

-15.0

-10.0

-5.0

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

名目

実質

（％）

年度

（図2-1-2）農林水産業 対前年度増加率の推移

18 19 20 21 22 23 24

総生産 122 120 116 69 72 78 83

0

50

100

150

（図2-2-1）鉱業 総生産（名目）の推移

（億円）

年度

19 20 21 22 23 24

名目 -1.0 -3.7 -40.4 4.5 7.5 6.6

実質 -9.7 -6.7 -63.2 5.4 7.0 9.7

-70.0

-55.0

-40.0

-25.0

-10.0

5.0

20.0

35.0

50.0

65.0

（図2-2-2）鉱業 対前年度増加率の推移

名目

実質

（％）

年度
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２－３ 製造業

平成24年度における製造業の総生産は3兆3,911億円となり，対前年度増加率は，名目－3.2％

（３年ぶりのマイナス），実質－3.9％（３年ぶりのマイナス）となった。（図 2-3-1，図 2-3-2）

製造業の総生産が減少した主な要因は，世界経済の減速等を背景とした海外需要の減少により

「電気機械」，「化学」，「一般機械」などの業種で総生産が減少したことによる。

主な内訳を名目でみると，全 14 業種のうち「電気機械」（前年度比－22.1％），「非鉄金属」（同

－34.5％），「化学」（同－9.4％），「一般機械」（同－3.0％）など，８業種が対前年度で減少した。

一方，「食料品」（同＋6.1％），「窯業・土石製品」（同＋13.5％），「パルプ・紙」（＋34.4％）

など，６業種が対前年度で増加となった。（表 2-3-1）

（表2-3-1）製造業中分類別総生産(名目） （表2-3-2）製造業中分類別総生産(実質：連鎖方式）

対前年度
増加率

構成比 寄与度
対前年度
増加率

寄与度

億円 億円 ％ ％ 億円 億円 ％

製造業 35,049 33,911 -3.2 100.0 -3.2 製造業 40,763 39,192 -3.9 -3.9

食料品 5,763 6,114 6.1 18.0 1.0 食料品 5,456 5,848 7.2 1.2

繊維 146 166 13.7 0.5 0.1 繊維 141 162 15.4 0.1

パルプ・紙 288 387 34.4 1.1 0.3 パルプ・紙 294 377 28.4 0.2

化学 3,801 3,445 -9.4 10.2 -1.0 化学 4,214 3,965 -5.9 -0.6

石油・石炭製品 452 374 -17.1 1.1 -0.2 石油・石炭製品 474 430 -9.3 -0.1

窯業・土石製品 981 1,114 13.5 3.3 0.4 窯業・土石製品 1,013 1,164 14.9 0.4

鉄鋼 1,688 1,584 -6.2 4.7 -0.3 鉄鋼 556 540 -2.9 -0.1

非鉄金属 1,499 982 -34.5 2.9 -1.5 非鉄金属 1,304 679 -47.9 -2.0

金属製品 2,484 2,374 -4.4 7.0 -0.3 金属製品 2,643 2,338 -11.5 -0.8

一般機械 9,237 8,957 -3.0 26.4 -0.8 一般機械 10,849 10,117 -6.7 -1.8

電気機械 3,723 2,899 -22.1 8.5 -2.4 電気機械 9,711 8,294 -14.6 -1.5

輸送用機械 814 884 8.6 2.6 0.2 輸送用機械 1,006 1,049 4.3 0.1

精密機械 368 357 -3.1 1.1 0.0 精密機械 399 377 -5.5 -0.1

その他の製造業 3,805 4,274 12.3 12.6 1.3 その他の製造業 4,275 4,787 12.0 1.3
（注）四捨五入の関係上，内訳の計と合計は必ずしも一致しない。

平成24年度

（注）連鎖方式では加法整合性が成立しないため，内訳の計と合計は一致しない。

平成23年度区 分平成23年度 平成24年度区 分

18 19 20 21 22 23 24

総生産 36,013 38,266 34,960 29,523 33,549 35,049 33,911
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（図2-3-1）製造業 総生産（名目）の推移

（億円）

年度

19 20 21 22 23 24

名目 6.3 -8.6 -15.6 13.6 4.5 -3.2

実質 8.9 -4.3 -20.9 21.0 9.2 -3.9
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（図2-3-2）製造業 対前年度増加率の推移

名目

実質

（％）

年度



- 9 -

〔構成比〕

平成 24 年度における本県の製造業中分類別（名目）の構成比は，「その他の製造業」を除く

と，１位：「一般機械」（構成比 26.4％），２位：食料品（同 18.0％），３位：化学（同 10.2％）

の順に高くなっている。（図 2-3-3，図 2-3-4）

14.9

15.5

20.3

16.5

16.4

18.0

10.0

11.0

12.8

11.7

10.8

10.2

8.9

8.1

1.0

5.4

4.8

4.7

6.1

6.3

6.3

5.7

7.1

7.0

19.5

22.6

22.0

24.8

26.4

26.4

11.3

10.9

11.1

11.2

10.6

8.5

19

20

21

22

23

24

（図2-3-3）製造業の中分類別（名目）構成比の推移
年度

食料品 化学 鉄鋼 一般機械 電気機械

精密

輸送 その他窯業

土石

石油

金属製品

パルプ紙 非鉄金属

0.0

5.0

10.0
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20.0

25.0

19 20 21 22 23 24

（図2-3-4）製造業の中分類別構成比の推移（主要５業種）

食料品 化学 鉄鋼 一般機械 電気機械

（％）

年度

※「その他の製造業」を除く

〔特化係数〕

平成 24 年度における製造業の業種別の特化

の度合いについて，国＝1.0 とした構成比を比

較すると，特化係数が 1.0 以上の業種は，一般

機械（2.32），非鉄金属（1.44），金属製品（1.32），

食料品（1.22），化学（1.20），窯業・土石製品

（1.09），その他の製造業（1.08）となってい

る。（図 2-3-5）
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（図2-3-5）製造業（名目）の特化係数

茨城県 国＝１．０
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２－４ 建設業

平成 24 年度における建設業の総生産は 6,900 億円となり，対前年度増加率は，名目＋7.3％（３

年連続のプラス），実質＋6.0％（２年連続のプラス）となった。（図 2-4-1，図 2-4-2）

● 建設業：建築業，土木業

２－５ 電気・ガス・水道業

平成 24 年度における電気・ガス・水道業の総生産は 2,918 億円となり，対前年度増加率は，

名目＋11.6％（２年ぶりのプラス），実質－3.0％（２年連続のマイナス）となった。

（図 2-5-1，図 2-5-2）

● 電気・ガス・水道業：

電気業，ガス・水道・熱供給業（ガス・熱供給業，上水道業，工業用水道業，廃棄物処理業）

19 20 21 22 23 24

名目 -6.5 -3.7 -10.2 0.2 24.8 7.3

実質 -8.1 -5.7 -8.0 0.0 26.6 6.0
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（図2-4-2）建設業 対前年度増加率の推移

名目

実質

（％）

年度

18 19 20 21 22 23 24

総生産 2,991 3,244 3,256 2,880 2,995 2,614 2,918
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（図2-5-1)

電気・ガス・水道業 総生産（名目）の推移

19 20 21 22 23 24

名目 8.4 0.4 -11.6 4.0 -12.7 11.6

実質 11.7 10.9 -18.5 4.3 -6.0 -3.0
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（図2-5-2）

電気・ガス・水道業 対前年度増加率の推移
（％）

18 19 20 21 22 23 24

総生産 6,363 5,950 5,732 5,145 5,154 6,431 6,900
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4,000

5,000
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7,000

（図2-4-1）建設業 総生産（名目）の推移

（億円）

年度
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２－６ 卸売・小売業

平成 24 年度における卸売・小売業の総生産は 1兆 864 億円となり，対前年度増加率は，名目

＋1.1％（２年連続のプラス），実質＋2.1％（２年連続のプラス）となった。（図 2-6-1，図 2-6-2）

● 卸売・小売業：卸売業，小売業

２－７ 金融・保険業

平成 24 年度における金融・保険業の総生産は 3,051 億円となり，対前年度増加率は，名目

－2.1％（３年連続のマイナス），実質＋2.2％（２年ぶりのプラス）となった。

（図 2-7-1，図 2-7-2）

● 金融・保険業：金融業，保険業
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総生産 10,189 10,520 10,160 10,402 10,321 10,747 10,864
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（図2-6-1）

卸売･小売業 総生産（名目）の推移（億円）

年度

19 20 21 22 23 24

名目 3.2 -3.4 2.4 -0.8 4.1 1.1

実質 2.5 -5.2 5.5 -0.1 3.8 2.1
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（図2-6-2）

卸売・小売業 対前年度増加率の推移

18 19 20 21 22 23 24

総生産 4,170 4,184 3,351 3,366 3,334 3,116 3,051
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（図2-7-1）

金融･保険業 総生産（名目）の推移（億円）

年度

19 20 21 22 23 24

名目 0.3 -19.9 0.5 -1.0 -6.5 -2.1

実質 3.6 -16.7 4.8 1.3 -4.6 2.2
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-5.0

0.0

5.0
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実質

（％）

年度

（図2-7-2）

金融・保険業 対前年度増加率の推移
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２－８ 不動産業

平成 24 年度における不動産業の総生産は 1 兆 4,290 億円となり，対前年度増加率は，名目

＋1.0％（２年ぶりのプラス），実質＋1.7％（平成 14 年度から 11 年連続プラス）となった。

（図 2-8-1，図 2-8-2）

● 不動産業：住宅賃貸業，その他の不動産業（不動産仲介業，不動産賃貸業）

※ 住宅賃貸業の産出額には，「持家の帰属家賃（21 頁参照）」が含まれている。

２－９ 運輸業

平成 24 年度における運輸業の総生産は 4,938 億円となり，対前年度増加率は，名目＋7.5％

（２年ぶりのプラス），実質＋6.4％（３年連続のプラス）となった。（図 2-9-1，図 2-9-2）

● 運輸業：鉄道業，道路運送業，水運業，航空運輸業，その他の運輸業

18 19 20 21 22 23 24

総生産 12,676 12,709 13,297 13,812 14,215 14,144 14,290

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000
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14,000

（図2-8-1）

不動産業 総生産（名目）の推移
（億円）

年度

19 20 21 22 23 24

名目 0.3 4.6 3.9 2.9 -0.5 1.0

実質 0.9 5.3 4.1 3.7 0.6 1.7
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（％）

年度

（図2-8-2）

不動産業 対前年度増加率の推移

18 19 20 21 22 23 24

総生産 4,858 5,208 4,875 4,600 4,647 4,595 4,938
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1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

（図2-9-1）

運輸業 総生産（名目）の推移（億円）

年度

19 20 21 22 23 24

名目 7.2 -6.4 -5.6 1.0 -1.1 7.5

実質 6.0 -1.6 -11.3 3.1 0.1 6.4
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（％）

（図2-9-2）

運輸業 対前年度増加率の推移

年度
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18 19 20 21 22 23 24

総生産 18,875 19,983 19,667 19,242 18,991 18,641 19,780
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5,000

10,000

15,000

20,000

（図2-11-1）

サービス業 総生産（名目）の推移（億円）

年度

19 20 21 22 23 24

名目 5.9 -1.6 -2.2 -1.3 -1.8 6.1

実質 6.4 -1.9 -3.9 -0.4 -2.1 5.9
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（図2-11-2）

サービス業 対前年度増加率の推移

２－10 情報通信業

平成24年度における情報通信業の総生産は3,162億円となり，対前年度増加率は，名目＋2.7％

（３年ぶりのプラス），実質＋3.3％（３年ぶりのプラス）となった。（図 2-10-1，図 2-10-2）

● 情報通信業：通信業（電信・電話業，郵便業），放送業，

情報サービス・映像文字情報制作業（情報サービス業，映像・音声・文字情報制作業）

２－11 サービス業

平成 24 年度におけるサービス業の総生産は 1兆 9,780 億円となり，対前年度増加率は，名目

＋6.1％（５年ぶりのプラス），実質＋5.9％（５年ぶりのプラス）となった。（図 2-11-1，図 2-11-2）

● サービス業：公共サービス業（教育，研究，医療・保健衛生，介護，その他の公共サービス業）

対事業所サービス業（広告業，業務用物品賃貸業，自動車・機械修理，その他の対事業所サービス業）

対個人サービス業（娯楽業，飲食店，旅館，洗濯・理容・美容・浴場業，その他の対個人サービス業）

18 19 20 21 22 23 24

総生産 2,968 3,189 3,332 3,359 3,294 3,079 3,162
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2,500
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（図2-10-1）

情報通信業 総生産（名目）の推移（億円）

年度
19 20 21 22 23 24

名目 7.4 4.5 0.8 -1.9 -6.5 2.7

実質 9.3 6.8 1.9 -0.1 -4.8 3.3

-25.0

-20.0

-15.0

-10.0

-5.0

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

名目

実質

（％）

年度

（図2-10-2）

情報通信業 対前年度増加率の推移
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18 19 20 21 22 23 24

総生産 12,604 12,493 12,395 12,195 12,143 12,163 11,911
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（図2-12-1）政府サービス生産者

総生産（名目）の推移（億円）

年度

19 20 21 22 23 24

名目 -0.9 -0.8 -1.6 -0.4 0.2 -2.1

実質 -1.0 -0.5 1.3 0.7 0.3 -0.2
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（％）
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（図2-12-2）政府サービス生産者

対前年度増加率の推移

18 19 20 21 22 23 24

総生産 1,539 1,545 1,491 1,399 1,432 1,502 1,607

0

500

1,000

1,500

2,000

（図2-13-1）対家計民間非営利サービス

生産者 総生産（名目）の推移（億円）

年度

19 20 21 22 23 24

名目 0.4 -3.5 -6.2 2.4 4.9 7.0

実質 0.7 -2.6 -2.7 3.6 6.0 8.4

-25.0

-20.0

-15.0

-10.0

-5.0

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

名目

実質

（％）

年度

（図2-13-2）対家計民間非営利サービス

生産者 対前年度増加率の推移

２－12 政府サービス生産者

平成 24 年度における政府サービス生産者の総生産は 1 兆 1,911 億円となり，対前年度増加率

は，名目－2.1％（２年ぶりのマイナス），実質－0.2％（４年ぶりのマイナス）となった。

（図 2-12-1，図 2-12-2）

● 政府サービス：政府（国出先機関(独立行政法人含む)，県，市町村，社会保障基金(※)）による

「公務」，「教育」，「学術研究」，「下水道」，「廃棄物処理」などのサービス

※ 社会保障基金：国の社会保険特別会計，公務員共済組合，健康保険組合等

２－13 対家計民間非営利サービス生産者

平成 24 年度における対家計民間非営利サービス生産者の総生産は 1,607 億円となり，対前年

度増加率は，名目＋7.0％（３年連続のプラス），実質＋8.4％（３年連続のプラス）となった。

（図 2-13-1，図 2-13-2）

● 対家計民間非営利サービス：

対家計民間非営利団体（私立学校，社会福祉法人等の非営利団体）によるサービス
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〔県内総生産の要素別内訳〕

平成 24 年度の県内総生産（名目）を付加価値の要素別内訳でみると，県内雇用者報酬は 5兆

1,785 億円（前年度比 0.0％），営業余剰・混合所得は 3兆 3,652 億円（同＋5.2％），生産・輸入

品に課される税(控除)補助金は 8,511 億円（同－1.9％），固定資本減耗は 2 兆 2,472 億円（同

－1.0％）となった。（表 2-4，図 2-14）

（表2-4）県内総生産（生産側，名目）
（単位：億円，％）

15年度 16 17 18 19 20 21 22 23 24
114,830 112,481 113,199 116,295 120,382 115,688 108,689 113,160 115,148 116,420

対前年度増加率 0.2 -2.0 0.6 2.7 3.5 -3.9 -6.0 4.1 1.8 1.1

県内雇用者報酬 51,612 53,201 52,483 52,358 53,975 54,354 51,623 52,213 51,800 51,785

対前年度増加率 -1.4 3.1 -1.3 -0.2 3.1 0.7 -5.0 1.1 -0.8 0.0

営業余剰・混合所得 32,324 28,426 28,965 31,706 32,958 27,583 25,162 29,516 31,977 33,652

対前年度増加率 3.8 -12.1 1.9 9.5 3.9 -16.3 -8.8 17.3 8.3 5.2
生産・輸入品に課される税
(控除)補助金

9,303 9,286 9,389 9,412 9,698 9,395 7,758 8,082 8,676 8,511

対前年度増加率 2.5 -0.2 1.1 0.2 3.0 -3.1 -17.4 4.2 7.3 -1.9

固定資本減耗 21,591 21,568 22,362 22,820 23,750 24,356 24,147 23,349 22,695 22,472

対前年度増加率 -2.2 -0.1 3.7 2.0 4.1 2.5 -0.9 -3.3 -2.8 -1.0

県内総生産

0

2

4
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8

10

12

15年度 16 17 18 19 20 21 22 23 24

（図2-14）県内総生産（名目）の要素別推移（兆円）

県内雇用者報酬

営業余剰・混合所得

生産・輸入品に課される税(控除)補助金

固定資本減耗

● 付加価値：経済活動により新たに生産された価値。産出額から中間投入を控除することで算出(5 頁参照)

● 県内雇用者報酬：付加価値のうち，県内に就業する雇用者への分配額

● 営業余剰・混合所得：付加価値のうち，企業（民間企業，公的企業，個人企業）への分配額

※ 個人企業事業主の所得分も混合所得として含まれる

● 生産・輸入品に課される税(控除)補助金：生産者に課せられる租税および税外負担から補助金を控除した額

● 固定資本減耗：構築物，設備，機械などの固定資産についての減耗分を評価した額
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３ 県民所得の分配

県民所得：9 兆 2,339 億円（企業所得と財産所得の増加により，対前年度で増加）

平成 24 年度の県民所得は，9兆 2,339 億円（前年度比＋1.2％）と３年連続で増加した。これ

は，県内総生産の増加を背景に，企業所得（同＋3.7％）と財産所得（同＋0.6％）が増加したこ

とによる。（表 3，図 3-1）

（表3）県民所得の分配

23年度 24年度 23年度 24年度
億円 億円 ％ ％ ％ ％

県民雇用者報酬 55,780 55,709 -0.8 -0.1 61.2 60.3
財 産 所 得 3,764 3,788 2.4 0.6 4.1 4.1
企 業 所 得 31,668 32,841 7.9 3.7 34.7 35.6
県 民 所 得 91,213 92,339 2.2 1.2 100.0 100.0

（注）四捨五入の関係上，内訳の計と合計は必ずしも一致しない。

対前年度増加率 構 成 比
区 分 平成24年度平成23度

●県民所得＝県民雇用者報酬＋財産所得（利子・配当・賃貸料など）＋企業所得（営業利益など）
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（図3-1）県民所得の推移（兆円）
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〔一人当たり県民所得〕

平成 24 年度の一人当たり県民所得は 313 万 7 千円（前年度 308 万 4 千円，前年度比＋1.7％）

となり，３年連続の増加となった。

一方，一人当たり国民所得は 276 万 1 千円（同 273 万 7 千円，同＋0.9％）となっており，本

県の一人当たり県民所得は，国の水準を上回っている。（図 3-2）

15年度 16 17 18 19 20 21 22 23 24

茨城県 303.3 295.8 295.4 301.6 311.8 296.2 284.1 300.5 308.4 313.7

国 288.3 289.7 292.8 295.7 297.8 277.3 269.0 275.5 273.7 276.1

260

280

300

320

（図3-2）一人当たり県（国）民所得の推移（万円）

国

茨城県

●一人当たり県民所得＝県民所得／茨城県総人口（平成 24 年 10 月 1日現在 294 万 3,367 人）
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３－１ 県民雇用者報酬

平成 24 年度の県民雇用者報酬は 5 兆 5,709 億円となり，前年度比－0.1％と２年連続の減少

となった。（図 3-1-1）

15年度 16 17 18 19 20 21 22 23 24

県民雇用者報酬 56,300 57,543 56,374 56,036 57,667 58,179 55,446 56,219 55,780 55,709

対前年度増加率 -1.4 2.2 -2.0 -0.6 2.9 0.9 -4.7 1.4 -0.8 -0.1
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（図3-1-1）県民雇用者報酬の推移（億円） （％）

対前年度増加率県民雇用者報酬

〔一人当たり県民雇用者報酬〕

平成 24 年度の一人当たり県民雇用者報酬は 453 万 5 千円となり，３年ぶりに減少した。

（図 3-1-2）

15年度 16 17 18 19 20 21 22 23 24

茨城県 466.5 469.8 454.7 446.6 454.8 458.6 444.4 453.0 455.1 453.5

国 470.1 466.2 462.3 459.1 455.8 453.7 438.4 439.3 442.4 441.2

420

440
460
480

500
520

（図3-1-2）一人当たり雇用者報酬の推移

茨城県 国

（万円）

（注） 国の計数は「平成 25 年度国民経済計算確報（内閣府）」より算出。

●一人当たり県民雇用者報酬＝県民雇用者報酬／県民雇用者数（平成 24 年度 122 万 8,397 人）

〔労働分配率〕

県民所得に占める県民雇用者報酬の割合を表す「労働分配率」をみると，平成 24 年度は 60.3％

となり，４年連続の低下となった。（図 3-1-3）

15年度 16 17 18 19 20 21 22 23 24

茨城県 62.2 65.2 64.1 62.5 62.2 66.1 65.7 63.0 61.2 60.3

国 68.7 68.1 67.9 67.6 67.1 71.6 70.6 69.2 70.3 69.9

55.0
60.0
65.0
70.0
75.0
80.0

（図3-1-3）労働分配率の推移

茨城県 国

（％）

●労働分配率＝県民雇用者報酬／県民所得（県民雇用者報酬+財産所得+企業所得）×100

（注）個人事業主等の所得は混合所得として企業所得に含まれるため，県民雇用者報酬には含まれない。

● 県民雇用者報酬：賃金・俸給，社会保障や企業年金の雇主負担金，退職一時金等
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３－２ 財産所得

平成 24 年度の財産所得は 3,788 億円となり，前年度比＋0.6％と４年連続で増加した。

（表 3-2，図 3-2-1）

（表3-2）財産所得
（単位：億円，％）

15年度 16 17 18 19 20 21 22 23 24
3,208 2,968 4,014 4,583 4,211 3,331 3,362 3,676 3,764 3,788

対前年度増加率 4.5 -7.5 35.2 14.2 -8.1 -20.9 0.9 9.3 2.4 0.6

一般政府 -587 -614 -422 -529 -833 -972 -917 -1,057 -1,165 -1,161

対前年度増加率 21.4 -4.6 31.2 -25.5 -57.3 -16.7 5.7 -15.3 -10.2 0.3

家計 3,755 3,539 4,388 5,052 4,978 4,242 4,213 4,666 4,884 4,899

対前年度増加率 -0.6 -5.7 24.0 15.1 -1.4 -14.8 -0.7 10.8 4.7 0.3

対家計民間非営利団体 40 42 48 61 66 60 65 66 45 50

対前年度増加率 1.7 5.6 12.4 26.8 8.9 -8.4 8.4 1.0 -31.6 10.2

（注）四捨五入の関係上，内訳と合計は必ずしも一致しない。

財産所得

15年度 16 17 18 19 20 21 22 23 24

財産所得 3,208 2,968 4,014 4,583 4,211 3,331 3,362 3,676 3,764 3,788

対前年度増加率 4.5 -7.5 35.2 14.2 -8.1 -20.9 0.9 9.3 2.4 0.6
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（図3-2-1）財産所得の推移（億円） （％）

対前年度増加率

財産所得

● 財産所得：金融資産，土地及び無形資産（著作権，特許権など）の貸借により発生する所得

の移転。利子，配当，地代，著作権，特許の使用料など。

財産所得のうち「家計の財産所得」は，4,899 億円となり，前年度比＋0.3％と３年連続で増

加した。（図 3-2-2）
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（図3-2-2）家計の財産所得の推移

（億円）

（年度）

配当利子 保険契約者に帰属する財産所得 賃貸料
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３－３ 企業所得

平成 24 年度の企業所得は 3兆 2,841 億円となり，前年度比＋3.7％と３年連続で増加した。

（表 3-3，図 3-3）

内訳をみると，民間法人企業は 2 兆 2,592 億円（前年度比＋4.6％），公的企業は 320 億円（同

＋64.3％），個人企業は 9,929 億円（同＋0.5％）となった。

（表3-3）企業所得
（単位：億円，％）

15年度 16 17 18 19 20 21 22 23 24
31,031 27,680 27,501 29,077 30,823 26,499 25,550 29,352 31,668 32,841

対前年度増加率 7.9 -10.8 -0.6 5.7 6.0 -14.0 -3.6 14.9 7.9 3.7

民間法人企業 20,886 17,700 17,504 18,764 20,957 16,739 15,340 18,980 21,599 22,592

対前年度増加率 8.0 -15.3 -1.1 7.2 11.7 -20.1 -8.4 23.7 13.8 4.6

公的企業 461 465 649 833 707 564 665 282 195 320

対前年度増加率 37.3 0.9 39.6 28.4 -15.2 -20.2 17.9 -57.6 -31.0 64.3

個人企業 9,685 9,514 9,348 9,479 9,159 9,196 9,546 10,090 9,875 9,929

対前年度増加率 6.6 -1.8 -1.8 1.4 -3.4 0.4 3.8 5.7 -2.1 0.5

企業所得

15年度 16 17 18 19 20 21 22 23 24

企業所得 31,031 27,680 27,501 29,077 30,823 26,499 25,550 29,352 31,668 32,841

対前年度増加率 7.9 -10.8 -0.6 5.7 6.0 -14.0 -3.6 14.9 7.9 3.7
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（図3-3）企業所得の推移（億円） （％）

対前年度増加率企業所得

● 企業所得：営業余剰・混合所得（15 頁参照）に，企業が受け取った財産所得を加算し，企業が支

払った財産所得を控除したもの。
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４ 県内総生産（支出側）

県内総生産（名目）：11兆 6,420 億円（主に民間最終消費支出と民間企業設備が増加）

平成 24 年度の県内総生産（支出側，名目）は 11 兆 6,420 億円（前年度比＋1.1％）となり，

３年連続で増加した。（表 4）

県内総生産が増加した主な要因は，東日本大震災（平成 23 年 3月）からの県内経済活動の持

ち直しを背景に民間需要（民間最終消費支出，民間住宅，民間企業設備）が増加したことによる。

（表4）県内総生産（支出側，名目）

23年度 24年度 23年度 24年度 23年度 24年度
億円 億円 ％ ％ ％ ％ ％ ％

民間最終消費支出 60,665 61,804 -1.2 1.9 52.7 53.1 -0.6 1.0
政府最終消費支出 24,626 24,801 2.8 0.7 21.4 21.3 0.6 0.2
総固定資本形成 23,044 25,238 8.7 9.5 20.0 21.7 1.6 1.9

民間住宅 3,332 3,721 3.0 11.7 2.9 3.2 0.1 0.3
民間企業設備 13,558 15,631 2.2 15.3 11.8 13.4 0.3 1.8
公的固定資本形成 6,155 5,885 30.8 -4.4 5.3 5.1 1.3 -0.2

在庫品増加 1,151 -239 - - 1.0 -0.2 1.7 -1.2
財貨・サービスの移出入（純） 7,331 6,343 - - 6.4 5.4 1.2 -0.9
統計上の不突合 -1,670 -1,528 - - -1.5 -1.3 - -
県内総生産（支出側） 115,148 116,420 1.8 1.1 100.0 100.0 1.8 1.1
（注）四捨五入の関係上，内訳の計と合計は必ずしも一致しない。

区 分 平成24年度平成23年度
寄与度構 成 比対前年度増加率

名目経済成長率（＋1.1％）に対する支出側の項目別寄与度をみると，民間企業設備（＋1.8％

ポイント），民間最終消費支出（＋1.0％ポイント），民間住宅（＋0.3％ポイント），政府最終消

費支出（＋0.2％ポイント）がプラスに寄与した一方，在庫品増加（－1.2％ポイント），財貨・

サービスの移出入（純）（－0.9％ポイント），公的固定資本形成（－0.2％ポイント）がマイナス

に寄与した。（図 4）
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４－１ 民間最終消費支出
平成 24 年度の民間最終消費支出は，6兆 1,804 億円（前年度比＋1.9％）となり，５年ぶりの

増加となった。（表 4-1，図 4-1-1，図 4-1-2）

（単位：億円，％）

15年度 16 17 18 19 20 21 22 23 24

61,673 61,010 61,905 62,372 63,615 63,225 62,131 61,383 60,665 61,804

-1.6 -1.1 1.5 0.8 2.0 -0.6 -1.7 -1.2 -1.2 1.9

60,848 60,174 61,015 61,439 62,704 62,349 61,253 60,473 59,677 60,738

-1.7 -1.1 1.4 0.7 2.1 -0.6 -1.8 -1.3 -1.3 1.8

家計最終消費支出
(除く持家の帰属家賃)

48,696 47,936 48,674 48,844 50,090 49,164 47,685 46,488 45,737 46,748

対前年度増加率 -2.3 -1.6 1.5 0.3 2.6 -1.8 -3.0 -2.5 -1.6 2.2

持ち家の帰属家賃 12,152 12,237 12,341 12,595 12,615 13,185 13,568 13,985 13,939 13,991

対前年度増加率 0.7 0.7 0.8 2.1 0.2 4.5 2.9 3.1 -0.3 0.4

825 836 890 933 911 876 877 910 988 1,066

7.1 1.4 6.4 4.9 -2.4 -3.8 0.2 3.7 8.5 7.9対前年度増加率

家計終消費支出

対前年度増加率

（表4-1）民間最終消費支出

民間最終消費支出

対家計民間非営利団体
最終消費支出

対前年度増加率

15年度 16 17 18 19 20 21 22 23 24

民間最終消費支出 61,673 61,010 61,905 62,372 63,615 63,225 62,131 61,383 60,665 61,804

対前年度増加率 -1.6 -1.1 1.5 0.8 2.0 -0.6 -1.7 -1.2 -1.2 1.9
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（図4-1-1）民間最終消費支出の推移（億円） （％）
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（図4-1-2）民間最終消費支出の内訳別推移（億円）

家計最終消費支出

(除く 持家の帰属家賃)

持ち家の帰属家賃

対家計民間非営利団体最終消費支出

● 民間最終消費支出 ＝ 家計最終消費支出（個人消費） ＋ 対家計民間非営利団体最終消費支出

● 対家計民間非営利団体：私立学校，社会福祉法人等の非営利団体

● 持ち家の帰属家賃：実際には家賃の受払を伴わない自己所有住宅について，通常の借家と同様

のサービスが生産され消費されるものとみなして評価した帰属計算上の家賃
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４－２ 政府最終消費支出

平成 24 年度の政府最終消費支出は 2兆 4,801 億円（前年度比＋0.7％）となり，２年連続の増

加となった。（表 4-2，図 4-2-1，図 4-2-2）

（単位：億円）

15年度 16 17 18 19 20 21 22 23 24

政府最終消費支出 22,607 23,183 23,308 23,591 23,477 23,545 24,106 23,961 24,626 24,801

対前年度増加率 -1.1 2.5 0.5 1.2 -0.5 0.3 2.4 -0.6 2.8 0.7

国出先機関 6,088 6,499 6,494 6,805 6,561 6,597 6,993 6,411 6,565 6,465

対前年度増加率 -4.0 6.8 -0.1 4.8 -3.6 0.5 6.0 -8.3 2.4 -1.5

県 4,719 4,669 4,665 4,683 4,558 4,494 4,416 4,414 4,471 4,505

対前年度増加率 -3.3 -1.1 -0.1 0.4 -2.7 -1.4 -1.7 -0.1 1.3 0.8

市町村 5,543 5,569 5,491 5,373 5,324 5,260 5,207 5,151 5,313 5,211

対前年度増加率 -1.9 0.5 -1.4 -2.2 -0.9 -1.2 -1.0 -1.1 3.1 -1.9

社会保障基金 6,257 6,446 6,658 6,730 7,034 7,194 7,489 7,986 8,277 8,620

対前年度増加率 4.6 3.0 3.3 1.1 4.5 2.3 4.1 6.6 3.6 4.2

（表4-2）政府最終消費支出

15年度 16 17 18 19 20 21 22 23 24

政府最終消費支出 22,607 23,183 23,308 23,591 23,477 23,545 24,106 23,961 24,626 24,801

対前年度増加率 -1.1 2.5 0.5 1.2 -0.5 0.3 2.4 -0.6 2.8 0.7
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（図4-2-1）政府最終消費支出の推移（億円） （％）
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（図4-2-2）政府最終消費支出の内訳別推移（億円）
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社会保障基金

県

市町村

● 政府最終消費支出＝「政府サービス生産者(14 頁参照)の産出額」＋「現物社会給付等（主に

医療保険・介護保険の給付分）」－「政府から他部門への販売額」

※ 産出額＝中間投入(物件費等)＋雇用者報酬＋固定資本減耗＋生産・輸入品に課される税
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４－３ 民間住宅

平成 24 年度の民間住宅は 3,721 億円（前年度比＋11.7％）となり，３年連続の増加となった。

（図 4-3）

15年度 16 17 18 19 20 21 22 23 24

民間住宅 3,926 3,944 4,327 4,678 4,239 4,255 2,988 3,235 3,332 3,721

前年度増加率 -2.3 0.5 9.7 8.1 -9.4 0.4 -29.8 8.3 3.0 11.7
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（図4-3）民間住宅の推移（億円） （％）

対前年度増加率

民間住宅

４－４ 民間企業設備

平成 24 年度の民間企業設備は 1兆 5,631 億円（前年度比＋15.3％）となり，２年連続の増加

となった。（図 4-4）

15年度 16 17 18 19 20 21 22 23 24

民間企業設備 14,197 14,735 16,268 16,823 17,486 17,207 15,268 13,268 13,558 15,631

対前年度増加率 -5.4 3.8 10.4 3.4 3.9 -1.6 -11.3 -13.1 2.2 15.3
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（図4-4）民間企業設備の推移（億円） （％）
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４－５ 公的固定資本形成

平成 24 年度の公的固定資本形成は 5,885 億円（前年度比－4.4％）となり，２年ぶりの減少と

なった。（表 4-3，図 4-5-1，図 4-5-2）

（単位：億円）

15年度 16 17 18 19 20 21 22 23 24
公的固定資本形成 6,256 5,756 6,130 5,485 5,060 5,095 5,123 4,705 6,155 5,885

対前年度増加率 -11.4 -8.0 6.5 -10.5 -7.8 0.7 0.6 -8.2 30.8 -4.4

公的住宅 110 116 74 72 51 49 49 52 34 39

対前年度増加率 -16.0 5.2 -36.0 -2.7 -29.2 -4.5 0.2 6.0 -33.9 14.3

公的企業設備 1,030 1,057 1,734 1,082 1,026 951 1,051 1,160 1,257 1,534

対前年度増加率 -12.2 2.6 64.1 -37.6 -5.2 -7.3 10.5 10.3 8.4 22.1

一般政府 5,116 4,583 4,321 4,331 3,982 4,095 4,023 3,494 4,864 4,312

対前年度増加率 -11.1 -10.4 -5.7 0.2 -8.1 2.8 -1.8 -13.2 39.2 -11.4

（表4-3）公的固定資本形成

15年度 16 17 18 19 20 21 22 23 24

公的固定資本形成 6,256 5,756 6,130 5,485 5,060 5,095 5,123 4,705 6,155 5,885

対前年度増加率 -11.4 -8.0 6.5 -10.5 -7.8 0.7 0.6 -8.2 30.8 -4.4
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（図4-5-1）公的固定資本形成の推移（億円） （％）
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（図4-5-2）公的固定資本形成の内訳別推移（億円）

一般政府

公的住宅

公的企業設備

● 公的固定資本形成：政府及び公的企業による固定資本形成。公的住宅＋公的企業設備＋一般政府

● 公的住宅：政府及び公的企業による住宅建設投資。

● 公的企業設備：公的企業（政府が所有または支配する企業）による設備投資。

● 一般政府：政府（国・県・市町村等）が行う社会資本整備などへの投資（いわゆる公共事業）。

独立行政法人による設備投資もこれに含まれる。
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４－６ 在庫品増加

平成 24 年度の在庫品増加は－239 億円（前年度 1,151 億円）となり，対前年度で３年ぶりの

減少となった。（図 4-6）

15年度 16 17 18 19 20 21 22 23 24

在庫品増加 257 -3 209 404 371 1,236 -1,224 -742 1,151 -239

-2,000

0

2,000

（図4-6)在庫品増加の推移（億円）

● 在庫品増加：企業等が所有する製品，仕掛品，原材料等の棚卸資産の１年間の数量増をその

期間の市場価格で評価したもの。

４－７ 財貨・サービスの移出入（純）

平成 24 年度の財貨・サービスの移出入（純）は 6,343 億円（前年度 7,331 億円）となり，対

前年度で３年ぶりの減少となった。（図 4-7）

15年度 16 17 18 19 20 21 22 23 24

移出入（純） 5,236 3,794 4,223 6,744 9,238 6,539 1,799 5,956 7,331 6,343
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（図4-7)財貨・サービスの移出入(純)の推移（億円）

● 財貨・サービスの移出入（純）＝財貨・サービスの移出－財貨・サービスの移入

財貨・サービスの移出：県外（海外含む）への商品・サービスの販売額

財貨・サービスの移入：県外（海外含む）からの商品・サービスの購入額


